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六　おわりに
一　は じ め に
民法 304 条 1 項は， 「先取特権は， その目的物の売却， 賃貸， 滅失又は損傷
によって債務者が受けるべき金銭その他の物に対しても，行使することがで
きる。ただし，その払渡し又は引渡しの前に差押えをしなければならない。」 









するために立法化された規定であり， 同ただし書の 「差押え」 の趣旨目的は， 
第一次的に第三債務者の二重弁済の危険を防止し，第三債務者の弁済を保護
するものであると解してきた1）。
ところが，民法 304 条 1 項本文の末文に「先取特権は，……債務者の受け
るべき金銭その他の物に対しても，行使することができる





















したがって，民法 304 条 1 項ただし書の「差押え」の趣旨を理解するため
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，第三債務者に対する価値変形
物弁済請求権（転売代金債権，賃料債権，保険金債権等），つまり，代位目的
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債権）を目的とする「担保権の実行」と規定しているのである（民事
執行法 193 条 1 項後段）。すなわち，物上代位権に基づく差押えは，債権執行の
規定を準用する（民事執行法 193 条 2 項）が，その差押えは，一般債権を目的
（対象）とする差押えではなく，差押えの前に既に


































裁 （二小） 平成 10 年（1998 年）1 月 30 日判決（民集 52 巻 1 号 1 頁）および最高
裁 （三小） 平成 10 年 2 月 10 日判決（金融・商事判例 1037 号 3 頁，判例時報 1628 号
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304 条 1 項ただし書が存在しない場合









の理由として，高橋教授は，現に存する民法 304 条 1 項ただし書の文言だけ































年以前の 虚 最高裁 （一小） 昭和 59 年 2 月 2 日判決（民集 38 巻 3 号 431 頁）や 


















がされた場合にその効果が生ずるのは当たり前のことである（民執 145 条 1
項）」12）と述べ，第三債務者保護説を批判する。
しかし，第三債務者保護説は，民事執行法 145 条 1 項の法的効果・機能を
説明しているのではなく，まさに実体法である民法 304 条 1 項ただし書の立
法趣旨を説明しているのであり，民事執行法 145 条 1 項の「差押え」の法的
効果が民法 304 条 1 項ただし書の趣旨であると述べたことは一切ない。むし
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に関する説


















えを要することなく優先権すら残るとすると（清原・後掲 27 頁），304 条 1
項ただし書の差押えの要件を無視することになり妥当でない（内田 413頁– 
414 頁も同旨）」16）と述べ，第三債務者保護説および私見を批判する。しか




























私は，最判平成 10 年の登場により，民法典施行以来 100 年にわたる物上
代位論争が決着し，諸外国においては自明の説である第三債務者保護説が，
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債権に対する物上代位権行使の要件としての
「差押え」が，債権を目的とする担保権の実行
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として規定されているのであ





















　距　最高裁 （二小） 平成 12 年 4 月 14 日決定（民集 54 巻 4 号 1552 頁）は，転
貸料債権に対する物上代位権が，債務不履行時において発生していることを
理解せず，その行使を原則的に否定した。












　漁　最高裁 （三小） 平成 14 年 3 月 12 日判決（民集 56 巻 3 号 555 頁）は，抵当
権者物上代位権行使と転付命令の優劣事案について，物上代位権の発生時期
を誤解し，転付債権者優先という結論を導いた。

























































































人が優先したのである。したがって， 最判平成 10 年と鋸判決は， 民法 304 条
1 項ただし書の 「払渡し又は引渡し」 の解釈については完全に整合しており， 
鋸判決は，松岡教授の二段階基準説とは何の関係もない判決である。「差押

























































































ではなく，担保不動産収益執行開始決定の送達（民事執行法 188 条・93 条 4 項）
であり，その送達前に相殺の意思表示をしなかった賃借人は，抵当権者に劣
後するのである。亨判決は，債務不履行があったときは，抵当権の効力は，






10 年が採用した第三債務者保護説の神髄が「第三債務者」 と 「第三債務者以
外の第三者」を峻別する点にあることを理解していないのである。最判平成






いて，「第三債務者」に対する対抗要件（民法 364 条・467 条 1 項）と「第三債












特権の物上代位権行使をめぐる前掲の虚判決（昭和 59 年 2 月 2 日）と許判決












倒的多数と同様，民法 304 条 1 項ただし書の「差押え」の趣旨に関し，優先
権保全説（第三者保護説・競合債権者保護説・差押公示説）を採り，先取特権者の




まず， 虚判決の原審・東京高裁昭和 56 年 （1981 年） 6 月 25 日判決 （金融・商
事判例 695 号 6 頁）を紹介する。




























と，② 破産宣告は，民法 304 条 1 項ただし書の「払渡し」に含まれる



























様， 民法 304 条 1 項ただし書の「払渡し」に含まれない
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ということにある。
そして，許判決の原審・大阪高裁昭和 58 年（1983 年）10 月 12 日判決（金




























般債権者の差押えは，民法 304 条 1 項ただし書の「払渡し」に含まれない
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，物上代位権の発生・成立時期を正確
に理解しているからである。すなわち，虚判決は，物上代位権の発生原因に
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の 「差押え」 の解釈として優先権保全説を採ることから， 









となるから，民法 304 条 1 項ただし書の「払渡し又は引渡
し」についても，より広く解釈したのであろう。
物上代位制度の基本的構造は，まず，民法 304 条 1 項本文により成立する
物上代位権にあり，そのことを前提として
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について一般債権者が差押又は仮
差押の執行をしたにすぎないときは，その後に先取特権者が目的債権




























五　最判平成 10 年 3 月 26 日の評価
以上のように，最高裁は，最判平成 10 年以降とは異なり，少なくとも最
判平成 10 年以前においては，物上代位権の成立時期を明確に意識していた
ことが明らかである。そこで，最判平成 10 年（1 月 30 日判決と 2 月 10 日判決）
の直後に出たもう一つの判決，すなわち最高裁 （一小） 平成 10 年 3 月 26 日




力ある公正証書に基づき，A 所有の本件建物から生じる平成 3 年（1991 年）7
月分以降の賃借人・第三債務者 B に対する賃料債権の差押えを申し立て，
執行裁判所は，右賃料債権を金 2 億 1939 万 7260 円に満つるまで差し押さ
え，差押命令は，A に対し，同年 6 月 13 日に，B に対し，同年 6 月 5 日に
送達された。
その後，X 銀行（原告・被控訴人・上告人）は，A に対する取引債権の追加担
保として，平成 3年 7 月 19 日，A 所有の本件建物に極度額合計金 5900 万円
の根抵当権設定を受け，同日登記を了した。平成 4 年（1992 年）8 月，A が
X 銀行に対する債務の期限の利益を喪失したので，X 銀行は，右根抵当権に
基づく物上代位権を行使して，A の B に対する平成 4 年 9 月分以降の賃料
債権の差押えを申し立て，執行裁判所は，同年 9 月 18 日，右賃料債権を金
5900 万円に満つるまで差し押さえた。この差押命令は，A に対し，同年 10
月 11 日に，B に対し，同年 9 月 21 日に送達された。
28
そこで，第三債務者 B は，差し押さえられた平成 4 年 9 月から同年 12 月
分の賃料相当額に相当する金銭（約 1000 万円）供託した（民事執行法 156 条）。
執行裁判所は，供託金を Y と X 銀行の債権額に応じて按分配当する旨の配
当表を作成し（民事執行法 166 条 2 項・85 条），Y も X 銀行も配当異議の申出を
しなかったので，平成 5 年 1 月 28 日，配当表に基づき，Y に 752 万円余，
X 銀行に 243 万円余が配当された。
その後，抵当権者 X 銀行は，本件賃料債権に対し物上代位権を行使した
ので，一般債権者 Y に優先して弁済を受けることができるから，Y が受領
した配当金は不当利得に当たると主張して，Y に対し不当利得返還請求訴訟
を提起した。
第一審・東京地裁平成 5 年（1993 年）8 月 23 日判決（金融法務事情 1369 号 82
頁）は，原告 X 銀行の請求を認容した。
原審・東京高裁平成 6 年（1994 年）4 月 12 日（判例時報 1507 号 130 頁）は，
第一審判決を取り消し，X 銀行の請求を棄却した。X 銀行，上告。




















①　一般債権者 Y が，A 所有の本件建物から生じる平成 3 年 7 月分以降
の賃借人 B に対する賃料債権の差押えを申し立て，平成 3 年 6 月 5 日， 
同差押命令が B に送達。
②　平成 3年 7月 19 日，X 銀行の抵当権設定登記が経由。
③　平成 4年 8月，A が X 銀行に対する債務の期限の利益喪失。
④　平成 4 年 9 月 18 日，X 銀行が，抵当権に基づく物上代位権を行使し
て，A の B に対する平成 4年 9月分以降の賃料債権の差押えを申立て。




























は， 同年 9 月 21 日に第三債務者 B に送達された。ただし， 当該賃料債権は， 
既に一般債権者 Y により差し押さえられており， その差押命令は，平成 3年

































である。最判平成 10 年（1 月 30 日と 2 月 10 日）は，まさにそのような事案で
あり，同最判が「差押え」の趣旨につき採用した第三債務者保護説は，物上
代位権の公示（対抗要件）を「第三債務者」に対する公示と「第三債務者以





























も， 「賃貸」 の場合であっても， 物上代位権の行使時期は債務不履行時以降で























としてその受領者である第三者の受領も保護されることは， 最判平成 10 年の野山調査官
も言及していることである47））， 逆に， 最初から第三者の利益も考慮することは， 
結果的に優先権保全説になり，民法 304 条 1 項本文の存在を否定することに
なるのである。


























しかし，優先権保全説は，民法 304 条 1 項本文により付与された物上代位
権を否定するものであり，また，民法 333 条は，代位目的債権譲渡の安全を
保護するものではなく，動産取引の安全を図る規定である。
私は，21 年前，最判平成 10 年 1 月 30 日の原審判決の評釈において「最








第三債務者保護説の神髄は，民法 304 条 1 項本文と同項ただし書の立法趣
旨を正確に理解することに尽きる。ある規定の趣旨とは，その規定がなけれ
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